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冬期における道路環境では豪雪による積雪量の増加等に伴い，スタック車両の発生が危惧される．2020

年 12 月には豪雪により関越自動車道において大型車両のスタックを契機とした大規模な長期滞留が発生

した．こうした車両滞留を防ぐためには，スタックの発生を未然に予測し，適切な除雪オペレーションや，

通行止め施策等の対策を講じる必要がある．また近年，ETC2.0プローブデータやデジタルタコグラフ等の

ビッグデータをリアルタイムで取得する技術にも注目されている． 

そこで本研究ではスタック発生の危険性を，特定の区間を走行する大型車両の平均速度の時系列遷移と

結び付け，危険性を逐次的かつ定量的に評価することができるモデルを検討した．具体的には過去にスタ

ック車両の発生が記録された事例について，大型車両の平均速度に関して状態空間モデルを用いた時系列

分析を行い，該当区間の過去の速度分布と比較して，逐次的な異常値の検出および危険性の評価を行った． 
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1. はじめに 

 

近年，我が国では豪雪による様々な交通障害が頻発し

ている．令和2020年12月から20213年2月にかけては， 

12 月 14 日の冬型の気圧配置により，北日本から西日本

の日本海側において，記録的な大雪となった．短期間の

集中的な降雪により，一部地域では 1日の累積降雪量が

100cm を超えていた．また本研究で対象とする，関越自

動車においても，同年12月16日に湯沢 IC付近で大型車

のスタックを契機とした，大規模な長期滞留が発生し，

12月 17日には塩沢石打 IC周辺にて 2件のスタック事例

が発生していた． 

冬期のスタックによる交通障害を未然に防ぐことの重

要性は高まっている．国土交通省は国が管理する道路に

おいて，大雪時に急な上り坂で大型車等が立往生しやす

い場所等を「予防的通行規制区間」として選定し，集中

的・効率的に優先して除雪を行う区間を定めている．令

和 3年度時点で，全国の 224区間で「予防的通行規制区

間」が定められており，北陸地方においては国道 17 号

含む，21区間が対象となっている．1) 

また本研究で対象とする関越自動車道においても東日

本高速道路株式会社(NEXCO東日本)により予防的通行止

め施策が講じられており，令和 2年 12月 31日から令和

3年 1月 1日の年末年始にかけて，広域迂回や解除の見

通しをあらかじめ広報したうえで，六日町 IC から長岡

IC において予防的通行止めによる集中除雪が行われて

いる．2) 

 上記のような対策を講じるうえで，スタックの発生リ
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スクを逐次的かつ定量的に評価することができれば，道

路管理者が判断の指標となり得て，スムーズでより効率

的な対策の体制構築につながると考える．そこで本研究

ではスタック発生の起因とされる，走行車両の平均車速

の減少に着目し，平均車速の時系列モデルと過去の速度

分布を比較することでスタック発生の危険性を推定する

ことを目的とする．また車速等の車両挙動およびGPS情

報が記録される ETC2.0 のプローブデータを用いること

で，リアルタイム性に優れたモデルを構築する． 

 

2. 既往研究および本研究の新規性・位置づけ 

 

 本研究を行うにあたり，関連の既往研究についてレビ

ューし，本研究の位置づけおよび新規性も含めて下記に

整理する． 

(1) プローブデータを用いた道路交通の危険性評価 

 梅田ら 3)はプローブ車両の速度が間接的に路面の状況

を表しているという仮説の基に冬季道路交通における異

常事象の発生危険性を評価する手法として状態空間モデ

ルを用いてモデルを構築している．信号等の人為的な制

御の影響により速度低下が発生する一般道において，区

間を走行する車両の上位 85 パーセントタイル速度に着

目し，過去の速度分布と推定モデルを比較することで実

際の立ち往生事例で異常性検知の妥当性も確認されてい

る．また梅田ら 4)は高速道路においても同様の手法で異

常事象の分析結果を報告している． 

 中山ら 5)はプローブデータの連続性に優れる車両軌跡

的な特性を活用し，事故多発地点における危険挙動の検

出およびその過程の把握手法を提案している．実際に商

用車のプローブデータを用いて，名阪国道のΩカーブに

おける潜在的事故危険性が高い走行をに関して事故多発

地点における遠心加速度の作用による横滑りの可能性が

高い走行から抽出し，潜在的事故危険性の高い走行の特

徴を把握するためのクラスター分析による走行を分類し，

その過程を事故多発区間上流側の影響を明らかにした． 

 山本ら 6)は短い距離感覚で車両の速度を連続的に，大

量に取得できるという特性を活かして，速度低下が顕著

な区間を検出する手法を提案している．実際に，鳥取自

動車道ににおいて決定木分析を行い，その条件分岐に着

目することで，速度低下の要因を交通量や時間帯から分

類し，明らかにしている． 

 同じく松平ら 7)はETC2.0プローブデータを活用し，渋

滞の先頭における複数の特徴量として，渋滞回復距離や

渋滞先頭加速度，交通相転移時間，下流交通相転移時刻

差等を組み合わせて交通異常を検知するアルゴリズムを

開発している． 

 (2) 自動車走行に影響を及ぼす冬期の環境要因 

Heqimi ら 8)は降雪は，車両の性能や，ドライバーの行

動，交通インフラに影響を与えており，積雪の強さによ

っては視界や路面の摩擦性能，操作性が低下する可能性

があるとして，高速道路における事故に関して，空間的

な内挿法により降雪による影響の特定を試みている． 

谷村 9)らは降雪量などの気象条件の変化が交通速度に

与える影響を定量的に把握するためのモデルを作成して

いる．目的変数を無雪期との速度差(速度低下)として説

明変数に無雪期平均速度，日最深積雪，降雪量日合計，

日平均気温，日最高気温，日最低気温，各変数の前日の

値等も加えてモデルを構築している．また速度低下と積

雪の値との相関の強さから，積雪に影響を受けやすい道

路の抽出行われ，その結果として交通量の多い，片側 2

車線以上の特徴をもった道路が多いとしている． 

小島は 10)高速道路の冬季路面における走行速度に関し

て，路面状態との関係から検討を行っている．路面のモ

ニタリング結果と虎菅データによる平均走行速度を集計

したところ，乾燥路面から圧雪まで悪化するごとに，平

均走行速度の分布が下がり，乾燥・湿潤・黒シャーベッ

ト・白シャーベット・積雪・圧雪・凍結の 7つの路面状

況毎の平均走行速度差については，乾燥から湿潤におい

て約 4km/hr，湿潤から黒シャーベットになると約

16km/hr さらに低下し，黒シャーベットから白シャーベ

ットで約 7km/hr，白シャーベットから圧雪で約 5km/hr程

度，低下していることを明らかにした． 

(3) 本研究の新規性・位置づけ  

 既往研究を踏まえて，本研究の位置づけおよび有用性

等については以下の点にあると考える． 

・ スタックを起因とした交通障害は高速道路において

多く発生していて，それに伴う経済的な被害も大き

いことから，直近で大きな被害があった関越自動車

道のデータをベースに高速道路における，冬期の平

均車速の時系列モデルを作成する．また除雪等によ

る事故対策により影響についても時系列的かつ定量

的に読み取れるモデルを作成する． 

・ 高速道路は一般道と比較して，管理用カメラの設置

等により，危険察知の体制が充実しているが，冬期

の立ち往生は高速道路においてもいまだに各地で発

生している．前述のような予防的な対策を講じる動

きがある中で，リアルタイムなスタックの発生危険

度や，ある程度の危険度の推移を定量的に予測する

ことのできるモデルを作成することは本研究の新規

性があると考える．  

・ 既往の研究では特定の区間ごとにモデルを作成する

ような手法が専らであったが，本研究ではモデルを

構築するパラメータは最小限にし，明解なモデルと

することで，将来的には線形データ等の道路特有の

要素をパラメーターとして導入しやすいモデルを作

成することに新規性があると考える． 
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3. 研究の全体像 

 

(1) スタックの発生危険性についての定義  

 スタックの発生メカニズムに関する研究として，藤本

ら 11)は大雪時には吹雪による視界不良，堆雪による道路

の有効幅員の減少，路面状態の悪化等により，次第に走

行速度が低下し，渋滞が発生し始め，それにより，タイ

ヤからの熱移動や輪荷重によってタイヤが圧雪内に沈む

とともに滑り摩擦係数が低下し，その後は停車した状態

から発進するアクセルワークの回数が増え，タイヤが空

転し，スタックに至るというプロセスを明らかにしてい

る．上記の研究から，スタックの発生を抑制するために

は車両の走行速度の低下の段階で危険性を察知する必要

がある．そこで本研究では特定の区間を走行する車両の

平均速度が時系列的に低下し，過去の速度分布と比較し

て外れた値となった時点にて該当の区間はスタックの発

生する危険性がある状態と定義する． 

(2) 手法の概要  

 本研究ではモデルを作成するにあたり，パラメータと

する気象データは気象庁が公開している過去の気象デー

タを用いる．気象データは 1時間単位で降雪量が記録さ

れているため，目的変数となる車両の平均速度は 1時間

単位で推定する．また本研究ではモデルの構築は推定値

と観測値によるフィルタリングを行い，推定の精度を向

上させる．ここで平均速度の観測値には，1 時間毎の特

定の区間におけるプローブデータで記録された全車の走

行速度の平均値を用いる．算出に用いるプローブデータ

は軌跡データを想定し，1 時間に同一の車両データが複

数観測される場合には，各車両ごとの平均値を算出した

うえで，全車の平均値を用いる． 

 上記の平均速度に関して，線形ガウス状態空間モデル

により状態値を推定する．状態空間モデルとは時系列分

析の手法であり，観測値は，真の状態として潜在的に存

在する値が観測誤差の基に得られており，またその真の

状態も過程誤差を経て遷移すると仮定し，変化する状態

値や関係する状態変数を推定する確率モデルである．線

形ガウス状態空間モデルを用いる理由としては，データ

の更新に伴う，モデルの再構築が容易で，逐次的に値が

算出可能である点や逐次的な処理に伴う累積データより，

確率的な要素を持った未来の予測値を得ることができる

という点が挙げられる． また降雪量の状態変数につい

ては状態値への影響が除雪により，どのように変化して

いるのかも状態変数の遷移を分割化して明らかにする． 

 速度低下を定量的に評価する上では，該当の区間にお

ける過去の速度の確率分布と比較して，モデルにより推

定された状態値がどの程度低下しているかを分析するこ

とで明らかにする．  

 

図-1 過去の平均速度の確率分布の算出フロー 

 

4. 研究手法の詳細なフロー 

 

(1) 過去の平均速度の確率分布  

 後述の状態空間モデルで対象とする区間について，過

去に記録されたプローブデータより一定数のサンプルを

抽出し，時間帯ごと(1時間単位：t = 1~24)に平均速度vtお

よび分散 σ2
tを算出する．平均速度を算出する際用いる

個々の車両の速度は各車両につき 1台となるように処理

を行う．ここで算出された平均速度は正規分布に従うも

のと仮定する．算出のフローを図-1に示す． 

(2) 状態空間モデルによる平均速度の状態値の推定 

 状態空間モデルで時系列分析を行うにあたり，明解な

モデルとするために，パラメータとして導入する要素は

既往研究も踏まえて，降雪量およびプローブデータ通過

台数の 2つのみで構築した．モデルを構成する状態成分

はレベル成分(切片)，周期成分，回帰成分の 3 つで推定

を行った．ここで降雪量による車速への影響は回帰成分

で，プローブの通過台数による車速への影響は周期成分

とした．ここでプローブの通過台数による影響を周期成

分とした理由としては，後述の実事例においてプローブ

データより得られた通過台数が明らかに時系列的に周期

的な特徴を持っていたことから，周期成分の固定値とし

てモデルに導入した．パラメータの推定は最尤法に基づ

く手法で，フィルタリングはカルマンフィルタによりモ

デルを構築した．パラメータの推定やフィルタリングの

メカニズム等については本稿では省略する．構築する状

態空間モデルの観測方程式および状態方程式を式(1)，

(2)，(3)，(4)に示す． 

 

 

車両プローブデータより該当区間を抽出 

時間帯ごとにデータを絞り込む 

 

車両 IDごとに車速の平均値を算出 

全車の平均速度 vtを算出 

個々の車両の車速の平均値から全車の平均

速度の分散σ2
tを算出 
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観測方程式： 

𝜇(𝑡) = 𝛼(𝑡) + 𝛽降雪量(𝑡) ∙ 降雪量(𝑡) + 𝛾(𝑡) + 𝜔(𝑡) (1) 

𝜇(𝑡)：時刻 tにおける平均速度 [km/h] (観測値) 

𝛼(𝑡)：時刻 tにおけるレベル成分 

𝛽降雪量(𝑡)：時刻 tにおける降雪量の回帰成分 

降雪量(𝑡)：時刻 tにおける 1時間降雪量[cm/h] 

𝛾(𝑡)：時刻 tにおける周期成分 

𝜔(𝑡)：観測誤差~𝑁(0, 𝜎𝜔
2) 

 

状態方程式： 

𝛼(𝑡 + 1) = 𝛼(𝑡) + 𝜑(𝑡), 𝜑(𝑡)~𝑁(0, 𝜎𝜑
2) (2) 

𝛽降雪量(𝑡 + 1) = 𝛽降雪量(𝑡) + 𝜀(𝑡), 𝜀(𝑡)~𝑁(0, 𝜎𝜀
2) (3) 

𝛾(𝑡 + 1) = 𝛾(𝑡) + 𝛿(𝑡), 𝛿(𝑡)~𝑁(0, 𝜎𝛿
2) (4) 

 

 𝜑(𝑡)，𝜀(𝑡)，𝛿(𝑡)：各パラメータの状態誤差 

 

(3) 降雪量の回帰項から除雪の影響を推定  

 式(1)より得られた降雪量の回帰項は除雪による影響

も受けて，推定されたパラメーターであると仮定し，除

雪車の追従等による速度への影響を除雪に伴う観測誤差

として，除雪による影響のパラメータを抽出する．除雪

の説明変数は除雪車の通過時刻を 1とするダミー変数で，

式(5)，(6)に示す観測方程式および状態方程式により除

雪の影響項を推定した． 

 

𝛽降雪量(𝑡) ∙ 降雪量(𝑡) = 𝜎(𝑡) + 𝛽
除雪

(𝑡) ∙ 除雪フラグ(𝑡)

+𝜃(𝑡) (5) 

𝛽除雪(𝑡 + 1) = 𝛽除雪(𝑡) + 𝜏(𝑡), 𝜏(𝑡)~𝑁(0, 𝜎𝜏
2) (6) 

 

𝜎(𝑡)：時刻 tにおける降雪量の回帰項から 

除雪の影響を除いたレベル成分  

𝛽除雪(𝑡)：時刻 tにおける除雪作業の回帰成分 

除雪フラグ(𝑡)：時刻 tにおいて除雪車が通過し， 

除雪作業が行われていれば 1  

𝜃(𝑡)：除雪に伴う観測誤差~𝑁(0, 𝜎𝜃
2) 

𝜏(𝑡)：除雪探ぴのパラメータの状態誤差 

 

5. 実データを用いたモデルの作成 

 

(1)事例概要  

 本研究では 2020年 12月に北日本および西日本の日本

海側で発生した豪雪によって，12月 17日の 14時頃に塩

沢石打 ICと六日町 IC間の下り方向で発生したスタック

の地点を含む区間(図-2)を対象とした．データ処理の簡

便性から区間は DRM のデータで定められる，流入ノー

ドが 81，流出ノードが 80のリンク(リンク長：約 7.1km)

におけるモデルを構築した． 

 

図-2 モデルを構築した対象区間 

 

(2)使用データ概要 

a) 各車両の平均車速 

 本研究では，区間の平均速度の算出には，プローブ車

両データとしてETC2.0の様式 2-1を用いた．速度の算出

に当たり，該当区間および該当期間のデータにおける車

両のほとんどが大型車であり，また大型車は速度低下の

影響を受けやすいという仮定の基，大型車に区分される

車両のデータのみを抽出し，平均速度の算出を行った． 

b) 降雪量 

 モデルの構築に用いる降雪量は，データの取得の容易

性から気象庁が公開している，1 時間降雪量を使用した．

また観測所はスタックが発生した地点から最も近い位置

で，1 時間降雪量が記録されていた湯沢観測所の記録を

用いた． 

c) 除雪データ 

 除雪による影響をモデルから分析するために用いる過

去の除雪作業のデータは，除雪車のGPSデータを用いる．

対象区間の各時間において，除雪作業によって除雪車が

通過していれば 1，除雪車が通過していない場合には 0

というようなダミー変数を作成した．実務的にモデルを

導入する際には除雪を実施する予定の時間帯に 1を入力

するだけで除雪による影響を出力できるような想定とす

る． 

d) 過去の平均速度の確率分布 

 a)と同様にETC2.0の様式 2-1を用いて，期間は 2018お

よび 2019年度 12月から 3月の対象区間のデータを抽出

した． 

(3)適用結果 

 対象とした事例に前述の研究手法を適用した結果を図

-3に示す．過去の平均速度の確率分布は 1σと 2σ区間を

凡例に示す帯により表している．点でプロットしている

ものは観測値を示しており，黒のラインが状態空間モデ

ルにより逐次的に平均速度の状態値を推定したものを表

している． 

 

 

: スタックの発生箇所

: 関越自動車道

: 対象区間

DRMノード：81

DRMノード：80

発生日時：2020/12/17
発生時刻：14:15
狩猟時刻：14:29
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図-3 関越道自動車道 で発生したスタックを含む対象区間における平均速度の時系列推移 

 

 

図-4 降雪量の回帰項の時系列変化および各時間帯の 1時間降雪量 

 

 

図-5 モデルに含まれる周期成分およびプローブ通過台数 

 

 

図-6 レベル成分の時系列変化 
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図-7 除雪作業回帰項およびレベル成分の時系列推移 

 

また図-3 の状態値を構成する降雪量の回帰項および

当時の1時間降雪量を図-4に，プローブ車両通過台数と

周期成分を図-5に，レベル成分を図-6に示す． 

なお図-4 の降雪量の回帰項から除雪作業のダミー変

数により，除雪作業の回帰項を推定した結果が図-7のよ

うになった．青のラインは除雪作業が，区間の平均速度

に及ぼした影響を表しており，橙のラインが降雪の回帰

項から除雪の影響を除去した状態値を表している．上記

の 2つの項の和に観測誤差を含めると黒の点線のライン

で表す図-4の降雪量回帰項と同様の値が得られる． 

(4)考察 

 図-3より，スタックの発生は 17日の 14時頃であった

が速度低下の傾向は 14 日の 0 時頃から確認することが

でき，過去の速度分布と比較して，14日の13時頃には2

σ区間を超えた値となっていた．ここで過去の速度確率

分布の算出において使用したデータの期間を増やして，

スタックの発生確率やスタック以外での速度低下の要因

を精査する必要はあるが，12月から3月期においてスタ

ックが5件程度以上発生するような区間であれば，2σ区

間から外れて速度低下している，該当の時系列点におい

てはいつスタックが発生してもおかしくない危険な状態

であるといえる． 

 図-4より，降雪量による回帰項は，1時間当たり降雪

量が増えたタイミングでより大きな負の影響を平均速度

にもたらしていることが分かる．しかしあるタイミング

において降雪量に基づいた回帰係数は 0に近づいている．

これは除雪作業等の平均速度に正の影響を及ぼす事象が

発生したことにより，降雪量が変化しても，平均速度に

影響を及ぼしにくくなったためだと考える．またこの影

響は図-7を踏まえて詳しく後述する． 

図-5 より，周期成分とプローブ車両の通過台数は負

の相関を強く示していることが確認できる．これは交通

密度増えると，個々の車両は速度を抑えるという観点か

ら妥当なパラメーターを推定できていると考える．また

図-3 より観測値から確認できる周期要素において 12 月

6 日と 12 月 13 日において最大値が他の周期よりも高く

なっている．これは対象区間が週末において交通量が少

なくなる傾向にあるためだと推測できる．以上より周期

成分をプローブ通過台数の回帰係数項より近似させるた

めには週末のフラグ等を変数に加える必要があると考え

る． 

図-6よりレベル成分は 12月 15日の 0時頃まではほと

んど一定値で推移しているが，ある時系列において急激

に低下していることが確認できる．モデルの整合性を上

げるためにはレベル成分が急激な減少傾向を示すことは

望ましくないため，新たな説明変数の導入や，各パラメ

ータ値の推定条件などを精査を行う必要があると考える． 

図-7より，除雪作業のダミー変数を導入することによ

り，除雪作業が平均速度に正の影響を与え，降雪量が平

均速度に与える影響は少なくなっていることが確認でき

る．また除雪作業直後は平均速度への正の影響がより大

きくなり，除雪作業を行わない状態が続くとその影響は

徐々に低下いている事象を除雪作業回帰項は正しく推定

できていた．除雪作業回帰項を抽出したことにより，除

雪作業パラメータの状態誤差および降雪量パラメータの

状態誤差の値に着目し，状態空間モデルの 1期先予測に

おいて除雪を行わない場合の，予測の信頼区間や除雪を

行う場合の信頼区間をそれぞれ算出並びに，比較するこ

とができる．1 期先の予測値は降雪量の 1 期予測値やそ

の他 1期先のパラメーター条件により，複雑に変化し，

一概に予測値およびその信頼区間を定めることができな

いため本稿では，予測の算出結果は省略する． 

 

6. 結論 

 本研究では冬期に道路を走行する車両の区間平均速度

の時系列変化を状態空間モデルにより推定を行った．平

均速度の状態値と過去の同一区間の速度の確率分布を比

較し，速度の低下が著しく一定の信頼区間を超えていれ

ばスタックの発生危険性が高いものとして評価を試みた．

スタックが発生した実事例にモデルを適用した結果から，

平均速度の状態値はスタックの発生する 2日以上前から，

減少傾向にあった．このことより約 24 時間前時点にお

いては過去の速度の確率分布の 2σ区間を超えているこ

とがわかり，併せて評価指標の妥当性を確認することが

できた．モデルを構成する各成分の推定結果からは，降

雪量の増加および継続した降雪の場合には降雪量の回帰

項が平均速度に与える影響が大きくなることが分かる．

なお，周期成分はプローブの通過台数が多い場合には平

均速度が低くなり，少ない場合には平均速度が高くなっ

ているため，変数の影響を理論的かつ妥当に表現するこ

とができていると確認できる．しかしレベル成分におい

ては状態誤差に基づいたランダムウォークであると定義

2020/12/16 0:00
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しているが，急激な変化点があり，モデルにおける説明

変数およびパラメータが不足していると考えられる．パ

ラメータ不足に関しては，前述の様々な区間に適応でき

る明解なモデルの構築とトレードオフの関係にあると考

えられるので，他区間でもモデルを適用したうえで，導

入を精査していく必要がある．降雪量の回帰項について

除雪の影響を考慮して，パラメータを推定した結果から

は，除雪直後は平均速度に正の影響が大きく働き，その

後も一定の間，度合いは低下するものの影響が続いてい

ることを確認することができる．このことより，本研究

では妥当なパラメータを推定できていると考いえる．ま

た除雪の影響を取り除いた，レベル成分においては，潜

在的な降雪量による，平均速度への影響を定量的に推定

することができた．上記の除雪作業と降雪量の状態変数

の状態誤差より 1期先に除雪作業を実施する場合と実施

しない場合で，平均速度の分布信頼区間がどのように変

化するのか比較する指標になり得ると考える． 

 今後の展望しては，前述のモデルの精査を前提として，

多くのスタック事例の発生区間でモデルを適用し，モデ

ルとしての妥当性をより確かなものとしていく必要があ

る．また具体的なモデルの精査内容としては，新たな説

明変数やパラメータの導入の他にも対象とする区間の距

離や時間の分解能などの調整が挙げられる．また過去の

速度の確率分布についても，算出に用いるデータの詳細

な情報にも留意し，気象条件等の当時の状況から分類し

たものを用いることでより，鋭敏にリスクの評価をおこ

なうことができると考える．最終的には実務における交

通障害防止施策を講じるうえで活用できるという観点か

ら，上記のような事項に留意し，モデルの構築および精

査をおこなう必要があると考える． 
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EVALUATION OF STUCKING HAZARD ON EXPRESSWAYS IN WINTER BY VEHICLE BEHAVIOR 

Kenta HARIHARA，Kazusi SANO，Takumi TAKAKURA，Teppei KATO，Jun ITO，Tetsuro 

HARAYAMA 

 
 In the winter season, heavy snowfalls can cause vehicles to get stuck on roads, and in December 2020, heavy snowfalls caused large vehicles to 

get stuck on the Kan-Etsu Expressway, resulting in long-term delays. In order to prevent such vehicles from getting stuck, it is necessary to predict 

the occurrence of stuck vehicles in advance and take measures such as appropriate snow removal operations and road closure measures. In recent 

years, technologies to acquire big data in real time, such as ETC2.0 probe data and digital tachographs, have also attracted attention. 

In this study, we investigated a model that can sequentially and quantitatively evaluate the risk of getting stuck by linking it to the time-series 

transition of the average speed of large vehicles traveling along a specific section of road. Specifically, a time-series analysis of the average speed 

of large vehicles was conducted using a state-space model for cases in which the occurrence of stuck vehicles had been recorded in the past, and 

the results were compared with the past speed distribution in the relevant section to detect outliers and evaluate the danger sequentially. 
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